
訪問販売消費者救済事業業務実施方法書 

 

（目的） 

第 1 条：この訪問販売消費者救済事業業務実施方法書（以下「方法書」という。）は、公益

社団法人日本訪問販売協会（以下「協会」という。）が特定商取引に関する法律（昭

和 51 年法律第 57 号。以下「特定商取引法」という。）第 29 条の 2 の規定に基づ

き、協会定款第 4 条第 5 号に定める事業に係る業務（以下「消費者救済業務」と

いう。）を適正かつ円滑に遂行するため、当該業務の実施方法を定めることを目的

とする。 

 

（業務の執行） 

第 2 条：消費者救済業務は、特定商取引法、定款、その他の関係法令によるほか、この方

法書に定めるところにより行うものとする。 

 

（消費者救済業務の定義） 

第 3 条：消費者救済業務とは、協会の正会員（以下「正会員」という。）の営む訪問販売の

業務に係る売買契約若しくは役務提供契約を特定商取引法の規定により解除し、

又は正会員の営む訪問販売の業務に係る売買契約若しくは役務提供契約の申込み

若しくはその承諾の意思表示を特定商取引法の規定により取り消して当該正会員

に支払った金銭の返還を請求した消費者（以下「購入者等」という。）に対し、一

定の金銭（以下「救済給付金」という。）を給付する業務をいう。 

 

（基金の創設） 

第 4 条：協会は、消費者救済業務を実施するため、協会定款第 46 条の規定により正会員か

ら出えんされた金銭（以下「出えん金」という。）のすべてを原資とする訪問販売

消費者救済基金（以下「基金」という。）を設け、この業務に要する費用に充てる

ものとする。 

 

（救済審査委員会の設置） 

第 5 条：協会は、消費者救済業務に係る審査を厳正かつ公正に実施するため、協会定款第

47 条に基づき消費者救済に係る審査委員会（以下「救済審査委員会」という。）を

置く。 

   2 前項の救済審査委員会の委員構成、任務等の詳細については事務細則に定める。 

 

（基金の規模と出えん金の額） 

第 6 条：第 4 条に定める基金の募集額は、当該基金の設立時において１億円を下回らない



額を協会の理事会（以下「理事会」という。）が決定する。 

2 基金の設立時における出えん金の額は、前項に定める基金の募集額をその正会員

の頭数に応じて按分した金額を基準として理事会が決定する額とする。 

3 基金が設立された後で正会員になろうとする者の納付する出えん金の額は、前項

の金額を基準として総会においてこれを決定する。 

 

（救済給付の上限） 

第 7 条：協会が給付する救済給付金は、基金の安定的・継続的な運用を考慮し、給付申請

事案に係る一契約に対する給付上限額を１００万円とする。 

   2 協会は、破産等により同一事業者に対する複数の救済申請が接着した時期に行わ

れた場合、事実認定が困難な場合など、基金の安定的・継続的な運用に影響を与

えるおそれがあると認めるときは、理事会の議決を得て当該事業者に係る救済給

付総額の上限（限度額）を定めることができる。 

3 前項により同一事業者に係る救済給付総額の上限を定めたときは、当該事業者に

係る救済申請の受付について一定の期限を定めることとし、これらの事項を含め

て事務細則に定める事項について広く周知を行うものとする。 

4 前項により受け付けた申請案件について、救済審査委員会が裁定した救済給付額

の合計が、第 2 項で定める同一事業者に対する救済給付総額の上限を超えたとき

は、第 1 項の定めにかかわらず第 2 項で定めた上限額を個別申請案件ごとに救済

審査員会が裁定した救済給付額で比例按分した額を給付額とする。 

 

（救済給付の申請） 

第 8 条：第 3 条に定める場合に該当し、救済給付金の給付を申請しようとする者は、事務

細則に定める書面（以下「申請関係書類一式」という。）を協会に提出しなければ

ならない。 

2 前項の救済給付金の給付に係る申請（以下「申請」という。）は、当該購入者等

が特定商取引法の規定により当該契約の解除又は申込み若しくは意思表示の取消

しを行い、当該契約を締結した事業者（以下「相手方事業者」という。）に対し支

払った金銭の返還を請求した日から１年を超えない間は、これをすることができる。 

 

（申請の受理と事実の調査） 

第 9 条：協会は、前条に定める申請があった場合は、事務細則に定める申請受理要件を充

たすか否かを確認し、受理要件を充たしたものはこれを受理する。 

   2 協会は、前項の確認の結果、当該申請が受理要件を充たさないと判断した場合は

これを保留又は不受理とすることができる。 

   3 協会は、第 1 項により申請を受理したときは、事務細則に従ってその旨を当該申



請者及び当該相手方事業者に通知する。 

   4 申請書類提出者は、協会がその申請を受理した後、それを取り下げようとすると

きは、事務細則に定める書面を協会に提出しなければならない。 

 

（審査のための事実確認） 

第 10 条：協会は、前条第 1 項により申請を受理したときは、事務細則の定めに従い当該申

請事案に関して調査確認し、事実関係の整理を行うものとする。 

 

（給付に係る審査） 

第 11 条：協会の会長（以下「会長」という。）は、第 8 条に基づく申請を受理したときは、

第 5 条に定める救済審査委員会に対し、当該受理案件に関して次の各号に掲げる

事項の審査を付託する。 

    一 救済給付金給付の可否 

    二 給付する場合は、その給付額 

   2 救済審査委員会の委員長（以下「委員長」という。）は前項の付託を受け、委員

会を招集して申請関係書類一式及び第 10 条で確認した事実に基づき審査を行う。 

   3 委員会は、第 1 項各号の事項を判断するために必要と認めるときは、当該申請に

関係する範囲に限り必要な事項を調査することができる。 

4 委員会は、前項の調査のために、当該申請を行った者（以下「申請者」という。）

及び相手方事業者に対して質問し、関係資料の提出を求めることができる。 

   5 相手方事業者は前項の規定による求めを拒んではならない。 

 

第 12 条：委員長は、前条の審査の結果（以下「審査結果」という。）を会長に報告する。 

 

（給付の可否等の決定とそれらの通知） 

第 13 条：会長は前条の報告を受けたときは、これを理事会に諮る。 

2 理事会は当該審査結果を尊重し、給付の可否及び給付する場合はその給付額を決

定するものとする。 

 

第 14 条：協会は、事務細則に従い前条により救済給付金を給付する旨又は給付しない旨を

決定したときは、当該申請者及び当該相手方事業者に対し書面にその旨、その理

由及び給付する場合はその給付額等を記載してこれを交付しなければならない。 

 

（救済給付金の給付） 

第 15 条：協会は、第 13 条第 2 項の規定により理事会で承認された救済給付金の給付額を、

申請者が事務細則に定める手続きに従い提出した書面に記載されている振込先に



振り込むことにより給付する。 

 

（業務実施状況の公表） 

第 16 条：協会は、消費者救済業務の実施状況を定期的に公表するものとする。 

   2 前項に定める公表の内容、公表の時期及び方法等については事務細則に定める。 

 

（救済給付に係る充当金） 

第 17 条：協会は、第 15 条の規定により救済給付金を給付したときは、事務細則の定めに

従い、速やかに相手方事業者に対し、当該給付額に相当する額の救済給付充当金

を協会に納付すべき旨を通知するものとする。 

   2 相手方事業者は、前項の通知を受けたときは、その通知の発信日から６か月以内

に救済給付充当金を協会に納付しなければならない。 

   3 協会は、前項の規定により救済給付充当金の納付があったときは、事務細則の定

めに従い、受領書を当該相手方事業者に交付するものとする。 

 

（求償権等） 

第 18 条：協会は、第 15 条の規定により救済給付金を給付したときは、前条の救済給付充

当金の他、当該救済給付に要した諸費用について相手方事業者に求償することが

できる。 

   2 前項の費用は、次の各号に掲げるものとする。 

    一 救済金給付に係る振込手数料 

    二 事実確認のための交通費及び出張費用 

 

（出えん金の増額） 

第 19 条：協会は、基金の残額が基金設立時における金額（8,520 万円）の６０％を下回っ

たときは、正会員に対し基金への出えんの増額を募るものとする。 

   2 前項に規定する新たな出えん金の納付額は、基金設立時において正会員が出えん

した額（60 万円）を上限として、総会がこれを決定する。 

   3 協会は、第 1 項により新たな出えんを募るときは、事務細則の定めに従い前項の

出えん金額及び納付期限等を記載した書面を正会員に交付しなければならない。 

 

（出えん金の取扱い） 

第 20 条：協会は、正会員が定款第 10 条、第 12 条又は第 13 条の規定により退会し、又は

除名された場合であっても既納の出えん金は過誤納の場合を除きこれを返還しな

いものとする。 

 



（基金の管理） 

第 21 条：協会は、善良なる管理者の注意をもって基金を管理するものとする。 

   2 基金の管理方法は、事務細則に基づき理事会が決定する。 

 

（基金から生じた利息） 

第 22 条：基金を管理することにより生じた利息等は、これを以って消費者救済業務に係る

経費に支弁するものとし、出えん者への分配はこれを行わない。 

 

（基金に係る権利等の譲渡の禁止） 

第 23 条：正会員は、本規程に基づく正会員の権利及び義務の全部又は一部を第三者に譲渡

してはならない。 

 

（事務細則への準拠） 

第 24 条：本規程に定めのない事項は、事務細則に定めるところによる。 

 

（規程の改正） 

第 25 条：本規程の改正は、理事会の議決による。ただし、第 6 条第 3 項に定める出えん金

の額を変更する場合及び第 19 条第 2 項に定める新たな出えん金の額を決定する場

合は、総会の議決を経なければならない。 

 

附則 

１．本規程は、平成 21 年 12 月 1 日から施行する。 

２．前項の規定にかかわらず、第 6 条の規定は、平成 21 年 10 月 8 日（理事会の議決日）

から施行する。 

 

附則 

この変更規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106 条第 1

項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 

附則 

この変更規定は理事会の議決日（令和 5 年 3 月 15 日）より実施する。 


